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§１ はじめに 

既往の研究を調査したところ、都市災害に関する研究

が多く行われている中で、都市災害に関する防災教育、

特に一般市民を対象とした防災教育があまり行われてい

ない現状が明らかになった。都市で被災した場合の対処

方法等について知識を得る機会が少ない現状に不安を感

じたことが、本研究の出発点となった。 
そこで、本研究では都市災害の特徴や市民の防災意識

の現状をふまえた上で、学習者に積極的に働きかけるし

かけや工夫を用いたホームページの作成・公開による防

災教育を行うことにより、都市生活者に都市災害への危

機感や関心をもたせることを研究の目的とした。 
§２ 都市生活者向けのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで扱うﾃｰﾏと内容の選定 

都市生活者を対象とした防災教育を行うにあたり、都

市生活者が注意するべき都市特有の被害、および Web 上

で公開されている市民に対する防災教育の現状を探った。 
12 政令指定都市および 47 都道府県の防災関連ページを

調べ、ページを設けていない自治体を除く 12 政令指定都

市と 36 都道府県について内容を詳しく調査した。この結

果、過去に被害地震にあった兵庫県･仙台市や、具体的な

大地震を危惧する静岡県･宮崎県などで比較的内容が充実

していた。しかし、扱われている内容は｢地震から身を守

るための 10 か条｣が各地で一律に使用され、全国的にあ

まり変わらず、都市での被災について特化された情報は

みられなかった。独創性、Web 上で公開する特長を活か

したページは、あまりないことがわかった。 
ライフライン各社などの防災関連ページでは、防災情

報は家の中での対処が中心で、外出時や移動中のような

状況に対する防災情報はあまりみられなかった。 
また、地域防災計画(震災編)と被害想定で重視されてい

る項目の調査結果を人口･人口密度から都市部(東京都･大

阪府など 11 都府県および 12 政令指定都市)と郊外部(都市

部以外の 36 道県)に分類し分析したところ、｢帰宅困難｣と

｢落下物｣が都市部でのみの特徴的な被害として問題視さ

れていた。｢火災｣｢ライフライン｣のような地域の区別な

く問題視される項目であっても、想定される被害の数値

や規模は都市部の方が圧倒的に大きく、これも都市災害

の大きな特徴である。以上より、都市生活者を対象とし

た防災教育として都市災害の特徴を表す｢都市災害全般｣

｢帰宅困難｣｢落下物｣を中心に啓発することにした。 
これら３テーマについて、市民の意識の現状を探る目

的で、自治体(東京都、仙台市、愛知県、横浜市)が実施し

た防災に関する市民意識調査の結果１～３)他の調査を行った。

この調査から、市民は自分や家族の身の安全、災害時の

食料・飲料、災害時の情報など、身近な問題について特

に関心をもっていることが明らかになった。 
さらに､専門家が都市災害の何を危惧しているかを知る

ために､文献４，５)他の調査を行った。その結果、過去の都

市災害での被害、既存不適格建築物、木造密集市街地の

問題や、各テーマに対する自治体の施策などがわかった。 
これらの調査で重視されていた項目をテーマ別に表１

にまとめる。この調査により明らかになった表１の項目

を中心にホームページを作成することにした。 
表１ 意識調査･文献調査から選定された項目 � �

テーマ 意識調査より選定された項目 根拠 文献調査より選定された項目 根拠

ライフライン ライフライン

災害時の医療施設 木造密集住宅

家族の安否確認 既存不適格建築物

災害弱者

過去の都市災害

家族の安否確認 被害想定

自治体と郵便局の防災協定

安否確認ダイアル

自治体の施策

過去の落下物被害

自治体の施策

落下物の飛散距離

文献
４、
５他

災害弱者

文献
５、
６他

文献
１
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都市
災害

帰宅
困難

落下
物
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２

地震時に危険と考える場所

帰宅途中の水、食料の供給、
トイレや情報、休憩所の提供
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１～
３他
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§３ 防災教育ページの作成 

本ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを作成する際､以下に示すように５つの作成

目標と目標達成のための５つのしかけや工夫を行った｡ 

【目標】１.わかりやすいもの、２.飽きさせず楽しく学

べるもの、３.手軽に学べるもの、４.防災に興味がない

人をも惹きつけるもの、５.自由度の高いもの 

【工夫】１.画像や動画を多用して、視覚に訴えかける、

２.学習者に反応を促す双方向のしかけを設ける、３.ナ

ビゲーターを設ける、４.使用しやすいようなメニューを

設ける、５.自由度の高いメニューを設ける 

工夫の３.のナビゲーターの配置は、目標の１.２.４.を
達成するために、また、図１に示すように、本ホームペ 
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図１ ホームページの全体構成 
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ージの３つのテーマは

各々範囲が広く、独立

性の高いものであるこ

とから、全体としての

一体感を出す目的で行

った。各コンテンツは、

地震時の会社員の帰宅

の様子を動画で表現し

た図２のケーススタデ

ィのように、工夫１.

などを積極的に用いて

作りこんだ。 

§４ ホームページのアンケートによる評価 

ホームページの啓発効果やユーザーの興味などを分析

するために､アンケートによるホームページの評価を行っ

た。アンケートは､ホームページ上に設置し､ユーザーが

Web 上で回答、送信する形式を用いた。アンケート調査

概要を表２に示す｡ の 

この評価の結果、情報不足なコンテンツや、見た目が洗

練されていないコンテンツがあるなど､未熟な部分がある

ことが明らかになった。しかし、図３に示すように回答

者が地震に対して当初もっていた危機感と､ホームページ

閲覧後に上昇した危機感を複数選択してもらった結果か

ら、本テーマの｢帰宅困難｣｢落下物｣と､｢都市災害｣のうち

重点的に扱った｢ライフライン｣｢建物の倒壊｣については

危機感の上昇がみられ､学習者の地震への危機感を向上さ

せる目的を達成できたことが明らかになった。  
 

図３ 地震に対する危機感について 

また、各テーマについて面白かった項目を調査したところ、

画像を多用したビジュアルな項目が好まれる傾向があり、こ

の目標達成には、前章で掲げた工夫１．２．が有効に働いた

ことがわかった｡また、説明が中心のコンテンツを比較したと

ころ、身を守るための対処方法について扱ったものが好まれ

る傾向がみられた。この結果に対し、２章で示したように、

現存する防災関連ページの多くは地域性や独創性があまりな

く、都市特有のケーススタディは設けておらず、Web 上で公

開する特長を活かしたページもあまりない。これより､学習者

のニーズと現存する防災関連ページの間に､ｷﾞｬｯﾌﾟがあること

が明らかになった。 

 
図２ ケーススタディの操作画面 

§５ 防災教育ページの改訂 

アンケートで得られた結果や寄せられた要望、提案、

傾向をもとに、一般公開にむけて１.内容を充実させる必

要のあるコンテンツの完成、２.文章中心のページの階層

化と画像の挿入、３．キャラクターを活かした子供向け

防災コンテンツの作成、の３つの改訂を行った。 
上記１.は､ｱﾝｹｰﾄ結果をふまえﾋﾞｼﾞｭｱﾙに､２.の文章中心

のページの階層化については､ページを複数用意し､興味

のない人は概要を､興味のある人はさらに次のページに進

むことで詳細な情報を得られるように学習者のニーズに

あった構成とした｡また､３.の子供向けのページの作成(図
４)は､ｷｬﾗｸﾀｰを

活用した子供向

けページが欲し

いという提案に

応えるとともに､

敢えて子供向け

のページを作成

し､幼少期から

の防災教育を積

極的に行うこと

を目的に行った。 
 

図４ 子供向けコンテンツの画面 

実施期間 2002年11月25日～12月14日

配布方法 Ｅメール、手渡しによるＵＲＬ配布

回収数 115のうち有効回答105

表２　アンケート調査の概要

§６ おわりに 

一般公開にむけた改訂を行ったが､アンケートでよせら

れた要望や意見全てに応えられておらず､都市に内在する

問題は多岐にわたっていること､今回作成したホームペー

ジは､回答者の危機感や関心を高めるにとどまっており､

コンテンツを充実させていくことが今後の課題といえる。 
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地震に対する危機感について���
このサイ トにより危機感が高まった項目

なお、完成したホームページは、日本女子大学生涯学

習総合センターの市民教育ページのコンテンツの一つと

て、一般公開を行っている。 し 
【謝辞】ｱﾝｹｰﾄ回答者に対し深く感謝し､御礼申し上げる。 
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